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社会福祉施設等調査及び介護サービス施設・事業所調査の見直しについて 

 

社会福祉施設等調査及び介護サービス施設・事業所調査については、平成 21年度以降、調査系統の見

直し等に伴い、施設・事業所の許認可権限を有する都道府県・政令指定都市・中核市（以下、「行政」と

いう。）が実査に直接的に関わらなくなったことなどの影響を受け、悉皆調査でありながら、回収率が

100％を割り込む結果となった。 

平成 20 年度以前の国が実施していた回収率は、概ね 100％近い回収率を達成していた。平成 21～23

年調査を官民競争入札で実施するにあたり、調査対象規模、郵送調査等の事情を考慮し、「確保すべき質」

の「上回らなければならない回収率」を 80％とし、「目標とする水準」を 100％としたものである。なお、

回収率の設定については、同規模（20万客体）の過去の実績値として参考になるものは存在せず、国が

実施していた状況の一部郵送部分の回収率が 76％であったため、民間の創意工夫などにより回収率 80％

以上、目標 100％を目指すべく取り組んできたところである。 

 

結果、21、22年度の調査結果については、民間の創意・工夫などにより 90％前後の回収率となったが、

回収率の低下に伴い、施設数の増減がわからなくなるなどの年次比較ができないという現象が起こった。

そのため、施設別の回収率を表章するなどの工夫を行うことにより、おおよその年次比較を行うことを

可能としたところであるが、常に回収率の影響を考慮しつつ調査結果を取り扱う必要があり、活用にあ

たっての利便性が低下した面があるとした。 

 

両調査の利用例を見てみると、主なものは政策検討、制度設計・運用（法案作成）等の基礎資料のよ

うに数の把握が必要なものと、構成割合や一人当たりの数値などの分布、傾向の把握を主眼にしている。 

数の把握が必要なものについては、従来、調査客体を把握するとともに調査票を郵送するための法人

名や住所などの名簿について、行政から情報提供を受けており、この名簿を活用することにより、施設・

事業所の数や定員等の全数を把握することにより解消することとし、分布、傾向の把握を主眼にしたも

のは、市場化テストにおいて上回らなければならない回収率の実績を考慮し適正に見直すことにより、

従来の市場化テストの枠組の中で、民間事業者による実査を継続する。 

  

なお、その際の「上回らなければならない回収率」の設定については、活用にあたっての利便性が低

下したことを考慮し、より高い回収率を目指しつつ、民間が主体的になることや平成 21、22年度の実績

等を踏まえ、90％前後に設定し、これ以上の回収率の低下を招かないこととする。加えて、調査方法に

ついて、実施要項（案）において従来の郵送調査に限らずオンラインによる調査等の幅広い提案をもと

め、民間事業者の創意工夫を活かすことで、回収率の向上を図ることとする。 

 

また、両調査の平成 22 年度の実施状況について官民競争入札等監理委員会に報告を行った際、「本統

計調査の質、調査結果の利便性を確保する観点から、上回らなければならない回収率の適切な見直し、
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調査方法等の見直しを検討することが必要である。」との指摘を受けており、今回の調査の見直し及び上

回らなければならない回収率の引き上げは、これを踏まえたものとなっている。 

 

以上から、調査の見直しの要点は、 

 行政が把握している情報については、これを活用する 

 市場化テストの対象となる施設・事業所への調査については、行政情報と重複する調査項目を削

除し、記入者負担の軽減を図る 

 市場化テストの上回らなければならない回収率については、実績を考慮し適切に見直しを行う 

であり、実施要項（案）等に適切に反映していくこととする。 



社会福祉施設等調査の概要 

 

 

調査の概要：全国の社会福祉施設等の数、在所者数、従事者数の状況等を把握するた

め、毎年行っている調査。３年に１回は施設の状況を詳細に把握する精

密調査を、中間の２年は基礎的事項のみ把握する簡易調査を実施。 

 

調査の期日：毎年１０月１日 

 

調査の事項： 

① 法人名 
② 施設・事業所の名称 
③ 施設・事業所の所在地、郵便番号、電話番号 
④ 施設の活動状況 
⑤ 施設の設置主体 
⑥ 施設・事業所の経営主体 
⑦ 施設・事業所の定員 

 

⑧ 施設の在所者数（年齢階級別在所者数） 
⑨ 施設・事業所の職種別従事者数（常勤・非常勤） 
⑩ 事業所における事業の状況（活動状況） 
⑪ 事業所におけるサービスの提供状況（営業日数、９月中の利用実人員・利用延人
数等） 

 

調査対象：全国の社会福祉施設等、障害者自立支援法による障害福祉サービス等事業

所 

 

調査対象数：社会福祉施設等 約 53,500 施設（平成 24 年見込み数） 

障害福祉サービス等事業所 約 40,600 事業所（平成 24 年見込み数） 

 

調査方法及び系統： 
 

 厚生労働省   民間事業者    社会福祉施設等 
  障害福祉サービス等事業所 

                                 郵送等 
 

※ 調査方法及び系統について 

調査票の配付・回収は、平成 20 年調査までは、社会福祉施設等については都道府県・指定

都市・中核市が実施し、障害福祉サービス事業所及び相談支援事業所については厚生労働省か

ら郵送で実施していたが、21 年調査よりすべての調査票を厚生労働省が委託した民間事業者

からの郵送とした。 

参考 １



介護サービス施設・事業所調査の概要 

 

調査の概要：全国の介護サービスの提供体制、提供内容等を把握するため、毎年行っ

ている調査。 

 

調査の期日：毎年１０月１日 

 

調査の事項： 

① 法人名 
② 施設・事業所の名称 
③ 施設・事業所の所在地、郵便番号、電話番号 
④ 施設の定員 

 

⑤ 施設の開設主体・経営主体 
⑥ 施設の居室の状況 
⑦ 施設の居住費の状況 
⑧ 施設サービスの状況 
⑨ 施設の食費の状況 
⑩ 施設の職種別従事者数（常勤・非常勤） 
⑪ 事業所における事業の状況（活動状況） 
⑫ 事業所の経営主体 
⑬ 事業所の区分・形態 
⑭ 事業所におけるサービスの提供状況（定員、９月中の利用実人員、利用延人員） 
⑮ 事業所におけるサービスの提供体制 
⑯ 事業所の職種別従事者数 
 

調査対象：全国の介護保険施設、介護保険法による居宅サービス事業所 

 

調査対象数：介護保険施設 約 13,000 施設（平成 24 年見込み数） 

居宅サービス事業所 約 114,700 事業所（平成 24 年見込み数） 

調査方法及び系統： 
 

 厚生労働省   民間事業者    介護保険施設 
  居宅サービス事業所 

                                 郵送等 
 

※ 調査方法及び系統について 

調査票の配付・回収について、平成 20 年調査までは都道府県・指定都市・中核市が実施し

ていた（居宅サービス事業所等の一部については、厚生労働省から郵送）が、平成 21 年調査

から厚生労働省が委託した民間事業者からの郵送とした。 

 

 



 

 

社会福祉施設調査及び介護サービス施設・事業所調査における調査票の回収率実績 

 

 

     （単位：％）

調査票 
国の実績 民間事業者の実績 上回らなけ

ればならな

い回収率 平成 19 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

社会福祉施設等調査 

保護施設・老人福祉施設・身体障害

者社会参加支援施設等調査票 
99.4 88.6 89.5 80.0

障害者支援施設等調査票 97.9 92.4 89.9 80.0 

児童福祉施設等調査票 97.4 94.0 93.7 80.0 

保育所調査票 99.9 96.8 93.7 80.0 

障害福祉サービス等事業所票 82.1 87.9 82.6 76.0 

  都道府県等経由 99.6  

  直接郵送 78.3 (86.7) (81.0)    

介護サービス施設・事業所調査 

介護老人福祉施設・地域密着型介護

老人福祉施設票 
98.8 95.6 91.3 80.0 

介護老人保健施設票 98.5 95.7 91.5 80.0 

介護療養型医療施設票 98.0 93.2 89.4 80.0 

訪問看護ステーション票 96.3 94.2 89.8 80.0 

居宅サービス事業所（福祉関係）票 86.0 89.2 84.1 74.8 

都道府県等経由 97.0  

  直接郵送 75.6 (84.9) (80.6) 

地域密着型サービス事業所票 96.6 94.0 89.0 80.0 

  都道府県等経由 97.3  

  直接郵送 84.1 (91.0) (88.0) 

居宅サービス事業所（医療関係）票 92.6 94.3 90.4 80.0

介護保険施設利用者票 
96.9 90.9 

80.0

訪問看護ステーション利用者票 80.0

注：１）回収率に関して目標とする水準は 100％。 

２）括弧内の数値は平成 20 年度までの直接郵送分に相当する回収率である。 
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調査の見直し（実施要項（案）の見直し）及びその効果について 

 

 

両調査の利用例を見てみると、主なものは政策検討、制度設計・運用（法案作成）等の基

礎資料のように数の把握が必要なものと、構成割合や一人当たりの数値などの分布、傾向の

把握を主眼にしている。 

数の把握が必要なものについては、従来、調査客体を把握するとともに調査票を郵送する

ための法人名や住所などの名簿について、行政から情報提供を受けており、この名簿を活用

することにより、施設・事業所の数や定員等の全数を把握することにより解消することとし、

分布、傾向の把握を主眼にしたものは、市場化テストにおいて上回らなければならない回収

率の実績を考慮し適正に見直すことにより、従来の市場化テストの枠組の中で、民間事業者

による実査を継続する。 

なお、その際の「上回らなければならない回収率」の設定については、活用にあたっての

利便性が低下したことを考慮し、より高い回収率を目指しつつ、民間が主体的になること、

郵送調査であること、平成 21、22 年度の実績等を踏まえ、90％前後に設定することとし、

これ以上の回収率の低下を招かないこととする。 

 

 これにより、数の把握が必要なものは、実数の把握が可能になり年次比較が可能となる。 

また、構成割合や一人当たりの数値などの分布、傾向の把握を主眼にしているものは、平

成 24年度以降の回収率が概ね 90％前後で維持されることとなり、分布、傾向の把握の基礎

資料としては、有意と考えている。よって、今後も、従来同様に構成割合や一人当たりの数

値として提供していく。 

参考 ３ 



平成23年度まで 平成24年度以降 

 行政情報の活用により把握できる項目は、施設数、定員等であるため、この項目を都道府県等
から把握し、その他の項目は従来通りとする。 
   

施設名、定員等 
（連記式） 

在所者、 
従事者等 

現 行 調 査 行政情報の活用（行政から把握） 
 

市場化テストの継続 
（施設・事業所から把握） 

調査票種別 上回らなければならない回収率 参 考 
(平成22年度実績) 現 行 平成24年度以降 

・社会福祉施設等調査 
保護施設・老人福祉施設・身体障害者社会参加支援
施設等調査票 

80.0% 

89％ 89.5% 

障害者支援施設等調査票 89％ 89.9% 
児童福祉施設等調査票 93％ 93.7% 
保育所調査票 93％ 93.7% 
障害福祉サービス等事業所票 76.0% 82％ 82.6% 

・介護サービス施設・事業所調査 
介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設票 

80.0% 

91％ 91.3% 
介護老人保健施設票 91％ 91.5% 
介護療養型医療施設票 89％ 89.4% 
訪問看護ステーション票 89％ 89.8% 
居宅サービス事業所（福祉関係）票 74.8% 84％ 84.1% 
地域密着型サービス事業所票 

80.0% 

89％ 89.0% 
居宅サービス事業所（医療関係）票 90％ 90.4% 
介護保険施設利用者票 90％ 

90.9% 
訪問看護ステーション利用者票  90％ 

 

※ 平成24年度以降の上回らなければならない回収率は、平成22年度の回収率実績の小数点以下を切り捨てた値 

平成24年度以降の調査イメージ 

平成24年度以降の上回らなければならない回収率 

参考 ４ 
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